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令和３年度 島根県新型コロナウイルス対応経営革新支援事業補助金 

【公募要領】 
中小企業課 

 
１．島根県新型コロナウイルス対応経営革新支援事業補助金 

 新型コロナウイルス感染症の影響を受けている中小企業者に対して、収益力の向上を図るた

めの取組で、中小企業等経営強化法（平成 11 年法律第 18 号）第 14 条第１項に基づく経営革

新計画の承認を受けた事業の一部を補助することにより、新型コロナウイルス感染症の影響に

対応する事業の推進及び事業継続を目的とする。 

 

２．対象事業者 

 以下の要件の全てを満たすこと。 

【要件】 

中小企業等経営強化法（平成 11 年法律第 18 号）第 14 条第１項に規定する中小企業者及び

組合等であること。 

島根県内に主たる事業所又は工場を有するものであること。 

新型コロナウイルス感染症の影響を受けていること。 

中小企業等経営強化法（平成 11 年法律第 18 号）第 14 条第１項に基づく経営革新計画の承

認を受けた事業計画を有していること。 

みなし大企業（※1）でないこと。 

島根県税の滞納がないこと。 

要綱別紙「暴力団排除に関する誓約事項」に記載されている事項のいずれにも該当しないこ

と。 

風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和 23 年法律第 122 号）第２条第１ 

項に規定する風俗営業及び同条第５項に規定する性風俗関連特殊営業を行う事業者でない 

こと。また、これらの営業の一部を受託する事業者でないこと。 

日本標準産業分類における以下の業種に属する事業を主たる事業として営む事業者でない 

こと。 

・大分類 A（農業、林業） 

・大分類 B（漁業） 

・大分類 N（生活関連サービス業、娯楽業）のうち 

 ・小分類 803（競輪・競馬等の競争場、競技団） 

 ・細分類 8094（芸ぎ業（置屋、検番を除く。）） 

 ・細分類 8096（娯楽に附帯するサービス業）のうち、場外馬券場、場外車券売場、競輪・ 

競馬等予想業 

・大分類 R（サービス業（他に分類されないもの））のうち 

 ・中分類 93（政治・経済・文化団体） 

 ・中分類 94（宗教） 

公序良俗に反する事業又は公的な資金の使途として社会通念上、不適切であると判断される 

事業でないこと。 

国又は県の他の補助金等を活用する事業でないこと。 

（国の補助金等への併願は可能だが、国事業が採択された場合、本補助金は取り下げるこ

と。） 

支援機関（※2）による支援体制が整っていること。 

金融機関による支援体制が整っていること。 

※1みなし大企業 

 発行済株式の総数又は出資価格の総額の二分の一以上を同一の大企業（中小企業投資育成株 

式会社法（昭和 38年法律第 101 号）に規定する中小企業投資育成株式会社及び投資事業有限 
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責任組合契約に関する法律（平成 10 年法律第 90号）に規定する投資事業有限責任組合を除 

く。以下同じ。）が所有している中小企業者、発行済株式の総数若しくは出資価格の総額の三 

分の二以上を大企業が所有している中小企業者又は大企業の役員若しくは職員を兼ねている 

者が、役員総数の二分の一以上を占めている中小企業者をいう。 

 

※2 支援機関 

 商工会議所、商工会、島根県中小企業団体中央会、公益財団法人しまね産業振興財団 

 

３．補助対象経費、補助率、補助上限 

補助対象経費（経費区分） 

設備導入費、施設改修費、外注費、旅費、委託費、試作に係る材料費、 

その他事業実施に必要と知事が認める経費 

 中小企業者 
（小規模事業者以外） 

小規模事業者 

新型コロナウイルス感染症

関連融資の利用 
なし あり なし あり 

補助率 １/３ １/２ １/２ ２/３ 

補助上限 １，０００万円 

補助下限 １００万円 

※事業者１者につき１申請を限度とする。 

※新型コロナウイルス感染症関連融資の利用については、令和３年７月 31 日時点の都道府県

制度融資又は政府系金融機関の新型コロナウイルス感染症に係る借入残高による。 

 

４．事業者の補助対象期間 令和４年２月 28 日まで 

 

５．公募期間 

 ・公募期間は、令和３年８月４日（水）から令和３年９月 10日（金）です。期日までに事 

  業計画申請書（要領様式第１号）を支援機関に提出してください。（必着） 

 ・支援機関から県への提出は、令和３年９月 17日（金）までとします。事前調査票（要領 

  様式第２号）を作成の上、事業者から提出された事業計画申請書（要領様式第１号）に添 

  えて、県に提出してください。（必着） 

 

６．申請書提出先 

申請事業者は、期日までに以下の商工団体へ提出してください。 

商工団体は、期日までに以下の事務局へ送付してください。 

申請者・提出者 申請先・提出先 

申請事業者 

以下のいずれかの商工団体へ提出 

・最寄りの商工会議所 

・最寄りの商工会 

・島根県中小企業団体中央会 

・公益財団法人しまね産業振興財団 
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商工団体 

申請事業者の住所若しくは主たる事業所又は工場の所在地により、以

下のとおり県の事務局へ送付 

・浜田市、益田市、大田市、江津市、邑智郡及び鹿足郡 

⇒西部県民センター商工観光部 

・浜田市、益田市、大田市、江津市、邑智郡及び鹿足郡以外 

⇒島根県商工労働部中小企業課 

７．申請書類 

 申請には、以下の書類が必要になります。様式は、島根県中小企業課ホームページ

（https://www.pref.shimane.lg.jp/industry/syoko/sangyo/chusho/covid19keieikakushin.   

html）からダウンロードしてご使用ください。 

全員 

事業計画申請書（要領様式第１号） 

事業実施計画書（要領様式第１号の別紙） 

事業収支予算書（要領様式第１号の別紙） 

申請直近２期の決算書 

補助対象経費の見積書等 

県税納税証明書（全項目に滞納がない旨の証明。写しでも可。） 

経営革新計画の承認書の写し（承認申請中で、承認書の写しを

添付できない場合は、承認申請書の写しを添付すること。なお、

承認書の写しは審査会の前日までに提出すること。） 

法人の場合 履歴事項全部証明書（写しでも可。） 

個人の場合 住民票（個人番号の表示がないもの。写しでも可。） 

新型コロナウイルス感染症

関連融資を受けている場合 

金銭消費貸借契約書（令和３年７月３１日時点で融資残高のあ

るもの）及び金融機関が発行する直近の返済明細表の写し 

※企業の概要がわかるもの（パンフレット等）がある場合は提出してください。 

 

８．審査基準及び審査方法 

 審査基準及び審査方法については以下のとおりです。 

審査基準 

・事業者自身の経営状況の分析の妥当性 

・ターゲット・狙いの適切性 

・事業計画の熟度 

・事業の透明性・適切性 

・事業者への支援体制 

・事業者の熱意 

審査方法 

審査委員会を招集し、事業者によるプレゼンテーション及び委員によ

るヒアリングを実施します。 

その後、委員による採点結果により、採択を決定します。 

・審査委員会の招集日程の詳細は別途お知らせします。（令和３年 10月上旬を予定） 

・審査の結果は、後日、県から郵送します。 

・審査の結果に関する異議申し立ては、受け付けません。 

 

９．公表 

 採択された事業は、事業主体名、事業名（テーマ）について、島根県中小企業課ホームペー

ジで公表します。 

 

10．補助金の詳細については、以下の要綱等でご確認ください。 

 ・「島根県新型コロナウイルス対応経営革新支援事業補助金交付要綱」 

 ・「島根県新型コロナウイルス対応経営革新支援事業補助金実施要領」 

https://www.pref.shimane.lg.jp/industry/syoko/sangyo/chusho/covid19keieikakushin.　　　html
https://www.pref.shimane.lg.jp/industry/syoko/sangyo/chusho/covid19keieikakushin.　　　html
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 ・「島根県新型コロナウイルス対応経営革新支援事業補助金利用の手引き」 

  ※要綱等は、島根県中小企業課ホームページ（https://www.pref.shimane.lg.jp/ 

  industry/syoko/sangyo/chusho/ covid19keieikakushin.html）で公開しています。 

 

 

 

11．経営革新計画について 

 原則、公募期間終了日（令和３年９月 10 日）までに承認を受けている必要がありますが、

公募期間終了日までに承認書の提出が間に合わない場合でも、審査会前日までに承認を受けて

いれば可とします。 

 

12．経営革新計画に関する問い合わせ先 

（１）計画策定や承認申請に関すること 

  お近くの支援機関にお問い合わせください。 

 

（２）県の担当窓口 

 【出雲・隠岐圏域】 

 島根県商工労働部中小企業課（経営力強化支援室） 

  〒690-8501 松江市殿町 1（県庁本庁舎 2階） 

  電話：0852-22-5288 FAX：0852-22-5781 

 

 【石見圏域】 

  西部県民センター商工観光部（商工振興課） 

〒697-0041 浜田市片庭町 254（浜田合同庁舎 2階） 

  電話：0855-29-5649 FAX：0855-22-5306 

 

13．補助金に関する問い合わせ先 

 【県の担当窓口】 

 島根県商工労働部中小企業課（経営力強化支援室） 

  〒690-8501 松江市殿町 1（県庁本庁舎 2階） 

  電話：0852-22-5354 FAX：0852-22-5781 

 

https://www.pref.shimane.lg.jp/

